
水産政策審議会第４０回漁港漁場整備分科会会議次第

日 時：平成２９年３月１６日午後１時～

場 所：農林水産省 本館４階 第２特別会議室

（東京都千代田区霞が関１－２－１）

１ 開 会

２ 水産庁漁港漁場整備部長挨拶

３ 議 事

（審議・答申事項）

漁港漁場整備基本方針の変更及び漁港漁場整備長期計画の策定について

（そ の 他）

４ 閉 会
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漁港漁場整備事業の
推進に関する基本方針

（案）
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序 文

四方を海に囲まれた日本は、太古から海の恩恵を享受し、沿岸地域を中心として

経済活動が営まれ発展してきた。水産業は、水産物の安定供給という国民の食生活

にとって不可欠な役割を果たすとともに、漁業地域の経済を支え、ひいては豊かな

国民生活の基盤を支える重要な産業である。

漁港は、産業を支える社会基盤として、国民へ水産物を安定的に提供する役割を

果たすとともに、漁港背後の漁村の住民の生命や財産の保全、国民の海洋性レクリ

エーションのニーズに対応した余暇空間の提供、更には災害時の救援物資の運搬拠

点など多面的な機能を有している。

また、漁場は、水産物を供給する重要な機能を有しており、その整備を通じて、

海洋の有するポテンシャルを活用し、水産資源の増殖を促すとともに、豊かな海洋

環境の保全・創造に貢献している。

近年の水産業をめぐる情勢は、国際化の進展と水産物の世界的な需要の高まり、

周辺水域における水産資源水準の低下などによる漁獲量の減少、水産物の消費流通

、 、 、構造の変化 漁業就業者数の減少・高齢化の進行 国際的な燃油価格の大幅な変動

漁業用資材価格の上昇といった状況にあり、その結果、水産業を支える漁村の活力

の低下を招いている。一方、消費者は、水産食品の品質・安全性に対し高い関心を

示すようになっているほか、水産物の世界的な需要の高まりを背景に、我が国の滋

味豊かで安全な水産物が世界において高い評価を受けている。

また、先の東日本大震災による地震・津波により被害を受けた漁港・漁場・漁村

は、現在、復旧・復興の途上にある一方、南海トラフ地震や首都直下地震などの大

規模地震が依然として高い確率で発生することが予測されており、加えて、気候変

動による台風・低気圧災害の激甚化や漁港施設の老朽化の加速などの災害リスクの

増大が懸念されている。

これらの諸情勢に鑑み、東日本大震災の復旧・復興対策を着実に進め、完了させ

るほか、今後発生が予測される大規模な地震・津波や激甚化する台風・低気圧災害

に備えて災害に強く安全な地域づくりを進めるとともに、漁港と漁場を一体的に整

備する漁港漁場整備事業については、安全で効率的な水産物の安定供給と水産業の

競争力の強化を図りつつ、我が国周辺水域における水産資源の生産力の向上に向け

た取組及び環境の保全・創造を基軸に推進することとし、水産資源の適切な保全・

管理と持続的な利用を基本とする政策と相まって、その着実な実施を通じて水産業

を取り巻く諸課題に対応していく必要がある。

また、漁村は、漁業就業者などの生活の場としてのみならず、漁港と一体となっ

て消費者に新鮮で安全な水産物を安定的に提供する拠点として重要な役割を果たし
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ており、水産業を核として地域資源を活用した訪日外国人を含む旅行者の受入れな

ど新たな産業活動に取り組む場としても期待されている。漁村において、自然環境

との調和に配慮し、地域の特性を活かしつつ、安全・安心で快適な漁村の形成が図

られるよう総合的な振興を図る方向で漁港漁場整備事業を推進することとし、さら

には、水産業及び漁村の有する水産物の供給の機能以外の多面にわたる機能が発揮

されるよう推進する必要がある。

このような基本認識の下、漁港漁場整備法（昭和25年法律第137号）第６条の２

に基づき、ここに漁港漁場整備事業の推進に関する基本方針を定めるものである。

なお、この基本方針は、今後の経済・社会情勢の推移を勘案しつつ、必要に応じて

見直しを行う。

Ⅰ．漁港漁場整備事業の推進に関する基本的な方向

漁港漁場整備事業の実施に当たっては、公共事業だけでなく非公共事業など関

連施策との連携の強化、重点課題を絞り込むことによる集中的な整備の推進、既

存ストックの有効活用、コスト縮減に留意するとともに、ICTの活用による漁港

施設や漁場の管理の高度化を推進しつつ、以下の重点課題について早期かつ確実

に事業の効果が発揮されるよう努めていくこととする。

１．水産業の競争力強化と輸出促進

水産物は、国民に対する良質なたんぱく質の供給源であるとともに、優れた

栄養特性を有しており、国民の健康志向を背景に健全な食生活において重要な

地位を占めている。水産食品の品質の高度化及び安全性の向上といった消費者

ニーズに応え、多様性のある水産食品を安定的に提供するため、また、世界の

水産物需要が増大している中で、国産水産物の輸出促進を通じて水産業の成長

産業化を図るため、漁港の機能を強化するとともに、水産業を支える健全な漁

村が形成されるよう、漁港漁場整備事業について以下の方向で推進していく。

（１）漁港機能の再編・集約による地域における生産・流通機能の強化

集出荷体制の効率化によるコスト縮減や産地の価格形成能力の強化によ

り、水産業の競争力強化を図る。

具体的には、漁村における人口減少や漁港施設の老朽化などの状況を踏ま

、 、 、 、え 地域においてそれぞれの漁港の役割を明確にし 産地市場 荷さばき所

給油・給氷施設などの生産・流通機能の再編・集約を進め、地域全体で漁港

の生産・流通機能の強化を図る。
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（２）流通拠点となる漁港の機能の強化

良好な漁場などから供給される水産物は、漁港などを通じて国民に提供さ

れており、漁港漁場整備事業を水産資源の増殖から漁獲、陸揚げ、流通・加

工までの一貫した水産物供給システムの基盤を構築するものとして捉え、水

産物の安定的な提供に貢献する方向で推進していく。

、 、具体的には 水産物流通の集約と併せ市場機能の強化を推進するとともに

国民に安全で安心な水産物の提供が図られるよう衛生管理のための施設や管

理運営体制の構築に向けた適切な対応や一次加工機能の充実に努めることに

より、意欲のある地域の国際競争力や産地間競争力の強化に取り組む。

（３）生産コスト縮減に向けた地域の中核的な漁港の機能の強化

水産物を将来にわたり安定して国民に提供していくためには、流通拠点と

なる漁港とともに、それを支える生産地として中核的な役割を担う漁港にお

いて生産コストの縮減や水産物の鮮度保持に努めていくことが重要である。

具体的には、中核的な漁港として水産物の陸揚げなどの機能の集約化を推

進するとともに、集約化に伴いこれまで以上に漁港内での活動の輻輳化が懸

念されることから、漁業活動に係る安全性に考慮しつつ、陸揚げ・出荷時間

ロスの解消や蓄養水面など水産物の一時保管機能の確保などに取り組む。

（４）水産物輸出に対応した生産・流通体制の整備

世界人口の増加などにより世界の水産物需要が増大している中、輸出は、

国産水産物の販路拡大につながる重要な手段であることから、水産物の輸出

促進を通じて水産業の成長産業化を図る。

具体的には、水産加工施設のHACCP対応の推進などと併せ、流通拠点とな

る漁港やそれを支える生産地として中核的な役割を担う漁港のうち、特に輸

出増大が見込まれる水産物を取り扱う漁港を中心に、輸出先国のニーズや輸

出条件に対応するため、高度な衛生管理に対応した岸壁、荷さばき所、冷凍

及び冷蔵施設などの一体的な整備を推進する。また、輸出増大が見込まれる

水産物の漁場の整備を推進する。

２．豊かな生態系の創造と海域の生産力向上

水産資源の状況は、近年安定的に推移しているものの、低位にとどまってい

るものや悪化しているものがあることに鑑み、生態系全体の生産力の底上げを

目指し、資源管理施策などとの連携を強めつつ、沿岸域はもとより排他的経済

水域を含む沖合海域における水産資源の保護育成などの取組及び環境の保全・
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創造を積極的に推進していくこととする。また、人と自然のふれあいの場の提

供や沿岸域の良好な環境の次世代への継承の観点から、沿岸域の環境の保全・

創造が図られるよう以下の方向で漁港漁場整備事業を推進していく。

なお、漁場は様々な環境要因により機能を損ないやすいという問題があるこ

と、また、地球温暖化により漁場環境が変化していることから、自然環境や生

物相の変化などにも適切に対応できるよう、モニタリングを継続的に実施し、

その結果に応じて事業の実施方法や事業実施後の管理の在り方を見直してい

く、いわゆる「順応的管理手法」の導入により、より確実性の高い漁場の造成

に努めていく。

（１）栽培漁業や資源管理施策との連携の強化

水産生物は、成長過程で、また季節により、沿岸から沖合に至る多様な場

所を移動・回遊している。このため、水産生物の生活史を把握し、成長段階

に応じた生育環境及び生態系を良好な状態として保全していくことは、漁業

の健全かつ持続的な発展を図る上で極めて重要である。そこで、沿岸から沖

、 、合に至る我が国周辺水域において こうした環境の保全・創造に資するため

海域全体を広い視点で捉え、生育環境づくりとそのネットワーク化に配慮し

て事業の規模・配置を決定していくとともに、資源管理及び増殖効果の発揮

に向けて、資源管理施策などとの確実な連携を図るものとする。

（２）藻場・干潟の保全・創造

藻場・干潟は、重要な漁場であるばかりでなく、水産生物の産卵、幼稚仔

魚の成育などの資源生産の場としての機能や、有機物の分解、窒素、燐など
りん

の栄養塩の取込みによる水質の浄化などの様々な機能を有しており、良好な

沿岸域の環境を維持していくためには、藻場・干潟の保全・創造は極めて重

要である。このため、埋立てなどにより消失が進んだ藻場・干潟の回復を目

指し、藻場・干潟の分布状況や衰退要因及び海水温や底質などの海域環境を

広域的視点から把握し、ハード対策とソフト対策を組み合わせた実効性のあ

る効率的な藻場・干潟の保全・創造対策を推進する。

（３）水域環境の変化に対応した順応的な漁場整備の推進

地球温暖化による海水温上昇の影響は、沿岸の漁場環境に影響を及ぼして

おり、海洋生物の分布域が変化しているほか、夏場の貧酸素水塊の頻出、植

食性魚類やウニの活発化などによる磯焼けの進行やサンゴ礁の衰退などによ

る水産資源の減少も予測されており、沿岸環境の回復対策が喫緊の課題とな
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っている。このため、貧酸素水塊の発生抑制に努めるとともに、海水温上昇

による海洋生物の分布域・生息場所の変化を的確に把握し、その変化に対応

した水産生物の産卵場や成育場を含む漁場の整備に取り組む。藻場造成に当

たっては、現地の状況に応じた高水温耐性種の播種・移植や食害生物対策な

どを行う。

３．大規模自然災害に備えた対応力強化

東日本大震災においては、東北地方太平洋沿岸の漁港・漁村を中心に壊滅的

な被害が発生し、地域の経済や国民への水産物の安定供給にも大きな影響を与

えたところであるが、現在、ほぼ全ての漁港で陸揚げ機能が回復するなど、復

旧・復興は着実に進んでいる。今後は、被災地の復旧・復興対策を完了させる

ため、対策を加速化する。

また、南海トラフ地震などの切迫する大規模な地震・津波や激甚化する台風

・低気圧災害などに備えるとともに国土強靱化を図るため、漁業地域の安全確

保と地域水産業の早期回復の両面からハード対策とソフト対策を組み合わせた

対策を推進していく。

（１）東日本大震災からの復興の加速

東日本大震災からの被災地の復旧・復興を、復興・創生期間内に完了させ

るため、漁港においては、全ての漁港施設の復旧を早期に完了させるととも

に、漁港施設の老朽化対策、高度な衛生管理に対応した荷さばき所などの整

備、地震・津波に対応した防波堤や岸壁の整備などにより、更なる流通機能

・防災機能の高度化を推進する。

また、漁村においては、地盤の嵩上げ、生活基盤や防災安全施設の整備な

どにより、住まいの場や生業の場の復興を着実に推進する。

（２）全国の漁港の防災・減災対策の推進

地震・津波や台風・低気圧などの災害に対して脆弱性を有する漁港におい

て、災害発生後の漁業の継続や早期回復を図るための外郭施設や係留施設の

耐震・耐津波・耐波浪強化、漁港利用者の安全を確保するための避難路、避

難施設などの整備、減災計画の策定、地域間や官民間での防災協定の締結や

継続的な避難訓練などの実施が一体となった防災・減災対策を進めること

で、地域防災力の向上に努めていく。

また、災害発生後においても水産物流通機能が確保されるよう、漁港間で

の支援ネットワークの構築や市場関係者などと連携しつつ、緊急時における
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事業継続のための計画を策定するなど、災害に強い産地づくりを推進してい

く。

（３）安全な漁村の形成

漁港漁場整備事業の推進を通じて、災害に対する安全性の向上を図る。

具体的には、地震・津波、台風・低気圧などに対して、漁業者、地域住民

などの安全を確保するための避難場所、海岸保全施設などの整備との一体性

を考慮し、漁港漁場整備事業を推進していく。

４．漁港ストックの最大限の活用と漁村の賑わいの創出

漁村においては、全国平均を上回る速さで人口減少と高齢化が進行し、地域

の担い手不足が深刻化するなど活力が低下している。このため、漁港施設など

の既存ストックや漁村の魅力的な地域資源を最大限に活用し、水産業の６次産

業化や都市漁村交流を推進するとともに、生活環境・就労環境の改善を進める

ことで、漁村の賑わいを創出し、漁村への就業の促進、地域の雇用・所得の増

加などにつなげる。また、今後、多くの漁港施設及び漁場の施設（以下「漁港

漁場施設」という ）の既存ストックが急速に老朽化することにより、その機。

能低下が懸念されることから、計画的な漁港機能の維持・保全を推進する。

（１）既存ストックの長寿命化対策の推進

これまでに整備されてきた多くの漁港漁場施設が更新時期を迎え、今後、

急速な老朽化の進行に伴い、その維持管理・更新に係る費用が増大していく

ことが懸念される。このため、長期的な視野に基づく予防保全的な考え方の

下、漁港漁場施設の既存ストックの戦略的な維持管理・更新による長寿命化

対策を推進することにより、利用者の安全、水産物の品質・衛生及び流通の

確保に支障が生じないよう、漁港漁場施設の機能保全を図るとともに、ライ

フサイクルコストの最適化に努める。

（２）漁村における環境の改善

漁業活動を支える場、水産業を核とした新たな産業活動に取り組む場とし

て、地域の特性に応じた漁港漁場整備事業の推進を通じて、漁村の生活環境

・就労環境の改善を図るとともに、良好な景観の形成を図る。

具体的には、地域住民などによる取組との連携の下、漁港・漁場への汚水

などの流入負荷の低減や漁村の衛生環境の改善、漁業者の生活環境・就労環

境の改善のための整備との一体性を考慮し、漁港漁場整備事業を推進してい
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く。

（３）水産業を核とした意欲のある取組の推進

都市住民などにおいては、余暇活動や食への関心など、漁村への交流ニー

ズが高まっている。また、訪日外国人の増加が今後も見込まれる中、訪日外

国人を含む旅行者が地域ならではの魅力を楽しめるような取組を一層促進す

ることが求められている。一方、漁村においては、新鮮な魚介類、豊かな自

然や景観、波力、風力などの再生可能エネルギーなどの地域資源が豊富に存

在しており、高齢者や女性をはじめとする地域住民や農林業などを含む地場

産業との連携の下、これらの総合的な活用が、漁村の活性化を推進する上で

重要な課題となっている。

このため、漁業者自身が新鮮な魚介類や水産加工品を提供すること、遊漁

やホエールウオッチング、ダイビングの案内を行うことなど、６次産業化の

取組として、水産業を核とした地域がその特性や漁港施設などの既存ストッ

クを活かし意欲のある取組との連携を図りつつ、都市住民や訪日外国人旅行

者との交流を進め、活力あるコミュニティの形成に資するよう漁港漁場整備

事業を推進していく。

Ⅱ．漁港漁場整備事業の効率的な実施に関する事項

漁港漁場整備事業を効率的に実施していくため、Ⅰの「漁港漁場整備事業の推

進に関する基本的な方向」に従い、とりわけ経済効果の高い地域や事業目標の達

成に意欲的に取り組む地域において重点的に事業を推進することにより、効率よ

く効果が発現されるよう努めていく。

１．整備の連携に関する事項

（１）漁港と漁場の一体整備

漁港と漁場を水産資源の増殖から漁獲、陸揚げ、流通・加工までの一貫し

た水産物供給システムの基盤として捉えていくことが重要であることから、

漁港の整備と漁場の整備については、同一の計画の下、総合的かつ計画的に

整備を推進していく。

（２）関連施策との連携により効果を相乗的に高める取組の推進

漁港漁場整備事業については、漁業協同組合の合併、水産物産地市場の統

合、栽培漁業の振興、湖沼などの内水面や藻場・干潟の生産力の改善を図る
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ための技術開発を含む水産関係施策に加え、森林整備など川上から川下に至

る一連の関連施策との連携を強力に推進することにより、相乗的な効果の発

揮に努める。また、被災地においては、関係省庁と連携しながら、漁港など

の復旧・復興を行う。さらに、国土や地域に関する他の計画や事業及び海上

の安全に関する施策とも調整を図りつつ、計画的に推進していく。

２．漁港の役割分担を踏まえた事業の実施に関する事項

漁港は、消費者に安全で新鮮な水産物を安定的に提供するための水産物の生

産・流通の拠点としての機能、つくり育てる漁業を支援する増殖及び養殖の拠

点としての機能、台風、冬季風浪、地震、火山活動など自然災害に対する防災

・避難の拠点としての機能、都市住民などに親水空間を提供する都市との交流

の拠点としての機能、その他漁船の休けい・準備の場としての機能などを有し

ていることから、漁港相互の役割分担と連携を強化することで、これら機能が

早期に発現されるよう計画的に整備を行っていく。その際、水産物の品質や付

加価値の向上、集出荷体制の効率化によるコスト縮減や産地の価格形成能力の

強化がなされるよう、漁港施設などの既存ストックを有効活用し、漁港機能の

再編・集約を推進する。

３．国と地方の役割分担に関する事項

漁港漁場整備事業の推進に当たっては、国と地方の役割を引き続き見直して

いくこととする。地方の自主性を更に強化し、その役割を拡大していくことを

基本とし、受益の範囲が限定されるなど地方で解決すべき課題については、地

方の判断に委ねる一方、国は、国民への水産物の安定供給を図る観点から重要

な課題に対し支援を行うとともに、排他的経済水域において漁場整備に取り組

む。

４．工事の効率性の向上に関する事項

（１）入札・契約制度の適切な運用による品質確保

公共工事は施工する企業や技術者の技術力などにより品質が左右されるた

め、適切な技術力を有する企業を選定する必要がある。このため、企業の選

定に当たっては、工事の目的、内容及び規模を勘案し、公共工事の品質確保

に必要な技術力を適正に評価するとともに、中長期的にその担い手を育成・

確保する観点から若手や女性の技術者の登用を評価するなど、価格と品質を

総合的に評価し落札者を決定する入札・契約制度の適切な運用を行い、工事
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の品質確保に努める。

（２）総合的な視点からのコスト縮減

。 、計画手法や設計基準の見直しなどにより工事コストの低減に努める また

他事業との連携による機能の早期発現による工事の時間的コストの低減、更

には漁港漁場施設の品質向上や長寿命化によるライフサイクルコストの低減

など、総合的な視点からコスト縮減に取り組んでいく。

５．技術の開発に関する事項

（１）技術の開発・普及

漁港や漁場の整備に関する施策などを着実に推進するため、Ⅰの「漁港漁

場整備事業の推進に関する基本的な方向」に従い、研究機関などとの連携を

図りつつ、安全で高鮮度な水産物を安定的に供給するための漁港における品

質・衛生管理技術、海水温上昇などの気候変動に対応するための藻場・干潟

・サンゴ礁の保全・創造技術、海域の基礎生産力の増大などを目的とした沖

合域での漁場開発技術、地震・津波などの災害発生後の漁業の継続や早期回

復を図るための防災・減災技術、漁港施設などの既存ストックを最大限に活

用するための維持保全技術、ICTの活用による漁港施設や漁場の高度な管理

技術など、優先して取り組む技術課題を定め、現場における効果の検証を行

いつつ、計画的に技術の開発と普及を図る。さらに、漁港や漁場の整備に係

る技術者の育成を図り、その知識の高度化を進めていく。

（２）リサイクルの推進

建設工事における廃棄物の３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を

図るとともに、しゅんせつ土、間伐材や水産系副産物の活用を推進すること

により、例えば、水産資源の生育環境の改善に効果が認められる貝殻などの

水産系副産物の有効利用を図るなど、環境への負荷の少ない循環型社会の構

築を目指していく。

６．国民に開かれた事業制度に関する事項

（１）事業評価、政策評価の充実

事業の計画から実施の過程に到るまで透明性及び客観性を確保し、より効

率的、効果的な事業の執行を図るため、事業評価を実施していくなど、社会
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経済情勢の変化に対応した透明性の高い効率的な政策の実施、行政の説明責

任の徹底、行政に対する国民の信頼性の向上に資するため、政策評価を実施

していくこととし、事業評価や政策評価の実施に当たっては、国民に具体的

で分かりやすい成果の提示に努める。

また、ホームページなど国民が容易に公表内容を入手できる方法を活用し

て、各地での意欲のある取組の事例などの情報提供に努めていく。

（２）住民参加型の事業への展開

国民の価値観の多様化や行政の透明性・公平性の確保の観点から、広く住

民からの意見を聴取する機会を設けるなど、当該意見を反映した計画の策定

に努めていく。

７．民間活力の導入に関する事項

漁港は、水産物の流通形態の多様化への対応や海洋性レクリエーション需要

を踏まえた余暇空間の提供という機能が求められている。このことを踏まえ、

漁港の効率的な整備や管理・運営が推進されるよう、行政財産の貸付制度や一

定の条件の下公共施設用地において民間事業者による漁港施設の設置を可能と

する制度の活用、地域の活性化に資するよう交流の促進を図るための施設、プ

レジャーボートの適切な受入れを行うなど既存の漁港施設の有効利用などによ

る漁港施設の積極的活用や指定管理者制度、ＰＦＩ（民間資金等活用事業）の

導入など、漁港漁場整備事業と民間事業との連携が円滑に図られる環境を整備

していく。

Ⅲ．漁港漁場整備事業の施行上必要とされる技術的指針に関する事項

１．漁港漁場施設などの設計に関する事項

漁港漁場整備事業の施行に当たっては、漁港漁場施設などの設計における合

理性、客観性及び説明責任の確保が求められており、それぞれの漁港漁場施設

などの目的・機能に応じ、その目的の達成や機能の確保のために施設に備わる

べき能力である「性能 （以下「要求性能」という ）を明確にし、性能規定化」 。

に対応した設計を推進するとともに、現場条件に適合した地震力や海域環境を

考慮した流体力の算定手法などを改善することにより、より的確で合理性の高

い照査の確立に努めていく。その際、個々の漁港漁場施設などの要求性能の達

成に加え、それらの総合体である漁港及び漁場が一体的に機能を発揮できるよ

うに施設の構造、配置などについて配慮するものとする。
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（１）漁港漁場施設などの設計の基本的な考え方

漁港漁場施設などは、地形、海象、水質、対象生物などの自然条件、施設

の設置箇所やその周辺の地域の経済的・社会的条件、施設の設置箇所やその

周辺の地域の自然環境、漁場環境及び生活環境に及ぼす影響、工事や施設の

維持管理に係る経済性、水産物の的確な品質・衛生管理、漁村の生活環境の

整備との一体性を考慮して、施設の目的及び要求性能を満足するよう設計す

るものとする。

（２）漁港漁場施設の目的及び要求性能に関する事項

次の各号に掲げる漁港漁場施設にあっては、漁港漁場施設を設置する目的

とその目的を達成するための要求性能について、当該各号に掲げる指針に適

合するよう定める。

ア 外郭施設

漁港区域内の係留施設、水域施設、機能施設などを波、漂砂、潮汐、河

川流、風などによる悪影響から防護し、漁船の安全及び円滑な漁港利用を

確保することを目的とし、その目的を達成するために十分な機能を有する

ものとする。

イ 係留施設

漁船を係留又は船揚げして、水産物の陸揚げ、漁業生産用資材の積卸し

、 、 、作業 漁船員の乗降 漁船の安全確保などを効率的に行うことを目的とし

その目的を達成するために十分な機能を有するものとする。

ウ 水域施設

漁船が安全に航行、係留、錨泊などを行うことを目的とし、その目的を

達成するために十分な機能を有するものとする。また、水域施設を利用す

る漁船などの船舶の船型・隻数、係留施設や漁港の区域内の水域の利用状

況を考慮して、当該水域施設を安全かつ円滑に利用するため適切なものと

するとともに、土砂の堆積により水域施設の機能が低下するおそれのある

ときは、これを防止する措置を講じるものとする。

エ 輸送施設

水産物、漁業用資材などの漁港への搬入・搬出及び漁港内での移動並び

にこれらに付随する作業の利便性及び安全性を確保することを目的とし、

漁港やその周辺の地域における交通の状況、水産物及び漁業用資材の輸送

量・輸送手段を考慮して、その目的を達成するために十分な機能を有する
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ものとする。

オ 漁港施設用地

漁港施設用地を敷地とする漁港施設の機能を十分発揮させることを目的

とし、対象用地の用途に応じて、その目的を達成するために十分な機能を

有するものとする。

カ 荷さばき所

水産物の陸揚げから出荷までの一連の作業を安全かつ効率的に行うこと

を目的とし、漁獲物の量・種類や取扱い形態などによる荷さばき所の利用

状況、野積場や製氷冷蔵施設などの関連施設との一体性を考慮して、その

目的を達成するために十分な機能を有するものとする。

キ 漁港浄化施設

漁港内で発生する水産関連排水の処理又は陸揚げから出荷までの工程で

使用される用水を供給することを目的とし、その目的を達成するために十

分な機能を有するものとする。

ク 漁港環境整備施設

広場、植栽、休憩所などを配置することにより漁港就労者の環境改善、

安全性の向上、防災力強化などに資することを目的とし、その目的を達成

するために十分な機能を有するものとする。

ケ 魚礁

漁獲の増大、漁業操業の効率化又は対象生物の保護育成を図ることを目

的とし、対象生物の分布・行動などの生態及び漁業の実態を考慮して、そ

の目的を達成するために十分な機能を有するものとする。

コ 増殖場

対象生物の資源増大若しくは保護育成を図ること又は増殖に好適な環境

を維持し、若しくは的確に管理することを目的とし、対象生物の生理・生

態、餌料などを含む対象生物に適した生育環境や成長段階に応じた場のネ

ットワーク化、漁業の実態、更には栽培漁業や資源管理のための当該海域

における取組状況を考慮して、その目的を達成するために十分な機能を有

するものとする。

サ 養殖場

対象生物を生産し、若しくは育成すること又は養殖に好適な環境を維持

し、若しくは的確に管理することを目的とし、対象生物の成育に必要な水

、 、質・底質や水域の静穏の程度 造成漁場利用予定者の営漁状況を考慮して

その目的を達成するために十分な機能を有するものとする。

シ 漁場の保全のための事業により整備される施設
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漁場の水域環境の保全、生産力の回復、水産資源の生息場の環境修復な

どを図ることを目的とし、地形、海象、水質、底質などの自然条件、周辺

の自然環境や漁場環境に及ぼす影響、しゅんせつ土などの処分方法及び工

事や施設の維持管理に係る経済性を考慮して、その目的を達成するために

十分な機能を有するものとする。

２．漁港漁場整備事業に係る工事の実施の順序と工法に関する事項

（１）漁港漁場整備事業に係る工事の実施の順序

漁港漁場整備事業に係る工事の実施の順序は、事業効果の早期発現の観点

から、緊急性の高い施設の優先的な整備に配慮するとともに、工事中におい

ても既存の漁港漁場施設の効率的な利用が図られるよう定める。

老朽化施設の修繕・更新に当たっては、予防保全の考え方に基づき、施設

の老朽化の程度を基本として保全工事の実施時期を定めるほか、保全工事が

集中する場合には、施設の重要性や施設が設置されている漁港漁場の役割な

どを勘案しつつ優先順位を設定し、施設の機能が十分に発揮されるものとな

るよう定める。

（２）漁港漁場整備事業に係る工事の実施の工法

漁港漁場整備事業に係る工事の実施の工法は、地形、海象、水質、対象生

物などの自然条件、施設の設置箇所やその周辺の地域の自然環境・漁場環境

・生活環境に及ぼす影響、工事に係る経済性を考慮して、工事の安全かつ円

滑な実施が確保されるよう定める。

Ⅳ．漁港漁場整備事業の推進に際し配慮すべき環境との調和に関する事項

１．漁港・漁場を取り巻く自然環境の整備に関する事項

（１）自然環境に配慮した漁港・漁場の整備

再生産可能な水産資源の持続的な利用や豊かな自然環境の次世代への継承

のため、漁港漁場整備事業の実施に当たっては、計画、設計、施工の各段階

において、実施箇所の自然環境に対する影響に十分配慮し、多様な自然素材

の活用を検討するとともに、可能な限りモニタリングによる影響の把握に努

めることで影響の低減に資する漁港漁場施設づくりを推進していく。特に、

漁港施設用地の造成に当たっては、事前にその必要性について十分に検討を
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行うこととし、造成を行う場合にあっても藻場・干潟などへの影響が懸念さ

れる場合には同等規模の代替措置を講ずるよう努める。加えて、漁港漁場整

備による二酸化炭素の固定・排出削減効果の検証・発揮に向け取り組んでい

くほか、漁港のエコ化を推進し、エネルギー使用量の削減、化石燃料使用量

の削減、再生可能エネルギーの活用により、漁業活動に伴い排出される二酸

化炭素量の削減に取り組む。

（２）周辺の自然環境に対する配慮

漁港漁場整備事業により海流の変化などが生じ、周辺の自然環境に影響を

及ぼすおそれがある場合には、その実施に当たって、関係者と連携しつつ、

総合的な観点から自然環境への影響に配慮していく。

（３）自然環境の修復と創造

効用の低下している漁場の生産力の回復や磯焼けの発生などにより水産資

源の生育場の環境を修復する必要がある場合には、水産生物の成長段階に応

じた場のネットワーク化に配慮しつつ、覆砂、しゅんせつ、着定基質の設置

などにより底質の改善、藻場・干潟の造成などを行うとともに、集落排水施

設の整備との計画上の整合性に配慮しつつ浄化施設を整備することなどによ

り、漁港・漁場の水域環境の保全を図っていく。また、漁場環境の保全・創

造と基礎生産力の向上を目的とした、水産動植物を育む藻場・干潟の造成な

どによる「海の森づくり」を積極的に推進していくなど、自然環境の変化に

も柔軟に対応しつつ、自然環境の創造に重点的に取り組んでいく。

２．漁港・漁場を取り巻く社会環境の整備に関する事項

（１）良好な生活環境・就労環境の確保

漁村は、その立地特性から、防災上の課題や衛生面での課題を抱えている

ものが多い。このため、漁村の生活環境の改善が図られるよう、漁村におけ

る集落排水施設、集落道、防災安全施設、情報関連施設などの整備との一体

性を考慮し、漁港漁場整備を推進する。

、 、また 漁業が厳しい自然環境下での作業を必要とするものであることから

浮体式係船岸、防風・防暑・防雪施設などの整備により、作業の安全性の向

上や労力の軽減など、就労環境の改善に努めていく。

（２）人と自然のふれあいの場の提供
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漁港は海とのふれあいの場を提供し、国民の海洋性レクリエーションの要

請に対応する機能を有している。このため、漁港の整備については、人と自

然のふれあいの場の提供にも配慮していく。

（３）漁村の文化などに配慮した整備

漁村の多くは、伝統文化を受け継ぎ、良好な自然環境を有していることか

ら、これらに配慮した漁港漁場整備事業を推進し、国民の心の豊かさと安ら

ぎの場を確保していく必要がある。

このような観点から、地域特有の自然条件、社会条件などを活かしつつ、

歴史的・文化的祭りや生活様式に配慮した施設、良好な漁村の景観形成に資

する施設などの整備を推進していく。

３．環境との調和の推進に関する事項

漁港周辺には、豊かな自然環境及び良好な生物の生育環境が形成されている

ことから、周辺の環境との調和への配慮を行うため、環境への影響の評価を行

うとともに、必要に応じモニタリングの実施に努める。

また、環境への影響が予測される場合には、その影響の低減に努めていく。

Ⅴ．その他漁港漁場整備事業の推進に関する重要事項

１．都市と漁村の交流の促進に関する事項

国民の水産業及び漁村に対する理解と関心を深めるとともに、健康的でゆと

りのある生活に資するため、都市と漁村との間の交流の促進が図られるよう、

、 、 。 、広場 遊歩道 釣り桟橋などの交流に資する施設の整備を推進していく また

漁村の地域資源を活用し、訪日外国人を含む旅行者の漁村への誘致促進を図る

ため、漁村での滞在に必要な宿泊施設、漁業体験施設、水産物の提供施設など

の整備を推進する。

２．高齢者・女性に配慮した整備に関する事項

効率的かつ安定的な漁業経営を担うべき人材の育成や確保に資するため、漁

港漁場整備事業においては、漁港における就労環境や漁村の生活環境の改善を

推進していく。特に、水産業における高齢者の活動や女性の参画の促進を図っ

ていく。

（１）高齢者の活動に配慮した整備
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漁村における高齢者は、豊富な知識・経験や熟達した技術を有しており、

地域の取りまとめ役としての役割を担っている。漁村の高齢者が、生涯現役

として生きがいを持って漁業活動が可能となるよう、生活環境及び就労環境

の整備においてバリアフリー化を積極的に導入するなど、高齢者に配慮した

施設整備を推進していく。

（２）女性の参画に配慮した整備

漁村における女性の活動は、漁業生産活動のみならず、魚食普及、海浜清

掃、健康管理、植林など地域生活に係る活動全般にわたっている。漁業就業

者の高齢化の進行や後継者不足が深刻化する中で、漁村の女性の役割は、従

来にも増して重要になっており、女性が安定的に水産業及びこれに関連する

活動に参画できるよう、重労働の軽減化、安全性の確保、トイレや休憩所の

整備などを推進していく。

３．地域特性を踏まえた整備に関する事項

日本列島は、南北に長く、離島や半島などの条件不利地域、積雪寒冷地、潮

位差の大きい地域、台風などの災害を受けやすい地域など、様々な自然条件を

持った地域が存在しており、また、水産資源の状況についても地域差があるこ

とから、それぞれの地域の特性に十分配慮した整備を行っていく。特に離島で

は、漁港は水産物の生産・流通の拠点としての機能だけではなく、日常生活物

資の搬入などの生活の拠点としても機能していること、水産業が基幹産業とし

て地域経済の重要な位置を占めているものの、流通面で不利なことなどの地域

特性を有することから、これらに配慮した施設の整備を推進していく。



資料２

漁港漁場整備長期計画
（案）

平成２９年３月
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漁港漁場整備法（昭和25年法律第137号）第６条の３の規定により、平成29年度

から平成33年度までの漁港漁場整備長期計画を次のように定める。

第１ 漁港漁場整備事業についての基本的考え方

漁港と漁場は、我が国の水産物の安定供給の基盤となるものであり、これまで

継続的かつ重点的に整備がなされてきた。これまで形成してきた漁港と漁場のス

トックは、いまだ不十分であるものの、漁業の近代化に貢献し、地域の街や集落

を形成し、地域の経済活動を支え、地域に安全で安心な生活環境をもたらしてき

た。現在、我が国は、本格的な人口減少や高齢化等の社会環境の変化や地球温暖

化による気候変動等の非常に大きな変化の中にある。こうした状況下にあって、

これまで形成してきた漁港と漁場のストックが、今後とも我が国の水産物の安定

供給の礎として機能を発揮し続けられるよう、既存施設の機能維持と最大限の有

効活用を図りつつ、時代の要請に合わせて発展していくことが求められている。

これまでの漁港漁場整備長期計画（平成24年度～平成28年度）では、東日本大

震災を踏まえた地震・津波対策等による災害に強く安全な地域づくりの推進、水

産物の衛生管理対策の強化等による水産物の安定的な提供・国際化に対応できる

力強い水産業づくりの推進、そして、豊かな生態系を目指した水産環境整備の推

進を主要施策とし、漁港と漁場に加え漁村も併せ整備を推進してきた。

水産業の状況を見渡すと、国内の水産物消費の落ち込みや海外からの安い水産

物の輸入等により、いまだ全国的に厳しい漁業経営の状況にある。その一方で、

国外に目を向ければ、世界的に水産物需要が増大しており、日本の水産物を世界

に売り込む大きなチャンスが到来している。これまで以上に、産地の水産物の生

産・流通機能の強化を推進し、国産水産物の安定供給体制を確保していくととも

に、輸出促進対策を強化していく必要がある。

、 、 、さらに 水産資源の状況については 漁業生産量はピーク時の半分まで減少し

我が国周辺の資源水準についても、資源評価の対象となっている系群の約半分が

低位にある。また、特に昨今の地球温暖化による海水温上昇は、夏場の貧酸素水

塊の頻出、植食性魚類やウニの活性化等による磯焼けの進行等、沿岸の漁場環境

に影響を及ぼしており、沿岸環境の回復対策が喫緊の課題である。引き続き、水

産環境整備の推進を図るとともに、海水温上昇等がもたらす漁場環境の変化に対

応していく必要がある。

また、東日本大震災の被災地では、ほぼ全ての漁港で陸揚げ機能が回復し、全

国的な拠点漁港においては高度な衛生管理に対応した荷さばき所の供用が開始さ

れる等、復旧と復興は着実に進んでいる。今後は、東日本大震災を教訓とした地

震・津波対策を基本的な考え方とし、南海トラフ地震等の切迫する大規模な地震
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・津波に備えて、全国で対策を実行していく段階にある。また、気候変動に伴い

激甚化が懸念される台風・低気圧災害に対し、新たに備えていく必要がある。

これに加え、漁業就業者等の生活の場である漁村においては、全国平均を上回

る早さでの人口減少や高齢化の進行及びこれまで人々の暮らしや仕事を支えてき

た漁港施設等の老朽化の進行により、漁村の活力が低下している。今後は、漁港

施設等の長寿命化対策や漁村における生活環境や就労環境の改善とともに、魅力

的な地域資源や漁港ストックを最大限に活用し、漁村の賑わいを創出していくこ

とが重要な課題である。

、 、以上の点を踏まえ 今後５年間に重点的に取り組むべき課題を次の４課題とし

漁港と漁場に加えて漁業就業者等の生活の場である漁村も併せ、総合的かつ計画

的な整備を推進することとする。なお、整備に当たっては、水産基本計画との密

接な連携の下、栽培漁業や資源管理施策等とも歩調を合わせつつ、戦略的に推進

していくこととする。

（１）水産業の競争力強化と輸出促進

（２）豊かな生態系の創造と海域の生産力向上

（３）大規模自然災害に備えた対応力強化

（４）漁港ストックの最大限の活用と漁村の賑わいの創出

また、これらの重点課題への対応に当たっては、様々な環境の変化を的確に把

握し効果的に対策に反映するため、ICTの活用による漁港施設や漁場の管理の高

度化を推進することとし、これについても重点課題と併せて取り組む。

第２ 実施の目標及び事業量

水産基本法（平成13年法律第89号）の理念に基づき、水産物の安定供給及び水

産業の健全な発展を図ることを目的として、第１に掲げる重点課題に対する総合

的かつ効率的な事業を推進することにより、おおむね５年後を目途に、成果を発

現させることとする。

あわせて、計画期間における漁港漁場整備事業の事業量は、整備する対象を重

点化し、次の１から４までのとおりとする。

１ 水産業の競争力強化と輸出促進

（１）実施の目標

我が国水産物の更なる品質や付加価値の向上、生産の効率化やコストの縮

減及び産地の価格形成能力の向上に資する、漁港の生産・流通機能の強化を
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目指す。具体的には、広域浜プランとの連携の下、浜ごとに重要な係船機能

等を確保しつつ、荷さばき所等の再編・集約を進め、地域全体において漁港

機能の強化を図る。特に水産物の流通拠点となる漁港においては、高度な衛

、 、 、生管理に対応した岸壁 荷さばき所 冷凍及び冷蔵施設等を一体的に整備し

市場・流通機能の強化を図る。あわせて、大型漁船等に対応した岸壁整備等

による陸揚げ機能の強化を図る。さらに、地域の中核的な生産活動等が行わ

れる地区においては、養殖等による生産機能の強化を図る。

また、国内への安定的な水産物の供給とともに、輸出先国のニーズに対応

した生産・流通体制の確保を目指す。具体的には、輸出増大が見込まれる水

産物を取り扱う漁港において、高度な衛生管理対策を図るとともに、輸出増

大が見込まれる水産物の漁場の整備を推進する。

（２）目指す主な成果

ア 成果目標

（ア）水産物の流通拠点となる漁港で取り扱われる水産物のうち、新たに品

質の向上や出荷の安定が図られた水産物の取扱量の割合を、おおむね50

％とする。

（イ）水産物の流通拠点や生産拠点となる漁港であって輸出増大が見込まれ

る水産物を取り扱う漁港のうち、おおむね60漁港で輸出を拡大させる。

（注１ 「水産物の流通拠点となる漁港」とは、主要な水産物の産地市場）

を開設している漁港をいう。

（注２ 「水産物の生産拠点となる漁港」とは、地域の中核的な生産活動）

等が行われる地区に存在する漁港をいう。

イ 整備目標

（ア）水産物の流通拠点や生産拠点となる漁港であって輸出増大が見込まれ

る水産物を取り扱う漁港のうち、水産物の高度な衛生管理体制が構築さ

、 （ ） 。れた漁港の割合を 24％ 平成28年度 からおおむね50％に向上させる

（イ）水産物の流通拠点となる漁港のうち、おおむね20漁港で大型漁船の円

滑な利用を可能にする等により陸揚げ能力を向上させる。

（３）事業量

、 、水産物の安定供給体制を構築するとともに 水産物の輸出促進を図るため

次の事業を実施する。
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ア 水産物の流通拠点となる漁港のうち、おおむね90漁港を水産物の流通機

能の強化等を図る漁港として整備する。

イ 地域の中核的な生産活動等が行われる地区のうち、おおむね150地区を

水産物の生産機能の強化等を図る地区として整備する。

２ 豊かな生態系の創造と海域の生産力向上

（１）実施の目標

漁場環境の変化に対応した水産環境整備の実施により、豊かな生態系の創

造による海域全体の生産力の底上げを目指す。具体的には、水産生物の生活

史に配慮した広域的な水産環境整備を実施する。特に沿岸環境の改善に当た

っては、広域的に藻場・干潟の衰退や貧酸素水塊等の底質・水質悪化の要因

を把握し、ハード対策とソフト対策を組み合わせた回復対策を実施する。ま

た、磯焼け対策技術、サンゴ増殖技術やICT等を活用した高度な漁場管理技

術の開発・活用により、対策の効果を向上させるとともに、海水温上昇等に

対応した漁場整備に取り組む。さらに、沖合域においては、漁場整備による

効果を的確に把握しつつ、新たな知見や技術を活かし、資源管理と併せて効

率的に整備を展開していく。

（２）目指す主な成果

ア 成果目標

水産資源の回復や生産力の向上のための漁場再生及び新規漁場整備によ

り、おおむね８万トンの水産物を増産させる。

イ 整備目標

（ア）水産生物の生活史に対応した良好な生息環境空間を創出するための整

備を、おおむね25海域で実施する。

（イ）藻場・干潟が衰退している海域のうち、おおむね75海域で藻場・干潟

の総合的な回復対策を行う。

（藻場・干潟が衰退している海域のうち、総合的な回復対策を行った

海域の割合を、100％に向上させる ）。

（３）事業量

我が国周辺水域において、水産資源の回復や生産力の向上を図るため、次

の事業を実施する。

ア おおむね５万haの魚礁や増養殖場を整備する。
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イ おおむね15万haの漁場の効用回復に資する堆積物除去等を実施する。

ウ おおむね7,000haの藻場・干潟を造成する。

３ 大規模自然災害に備えた対応力強化

（１）実施の目標

ア 東日本大震災の被災地の復旧・復興の総仕上げを目指す。具体的には、

平成30年度末までに、全ての漁港施設の復旧を完了させるとともに、拠点

漁港の市場機能等の強化や生業の場等の復興を着実に進捗させる。また、

災害発生後の地盤の隆起等の新たな課題に的確に対応する。

イ 南海トラフ地震等の切迫する大規模な地震・津波等の大規模自然災害に

備え、国土強靱化及び人命・財産の防護の観点から全国の漁業地域の安全

の確保を目指す。具体的には、災害発生時に救援活動、物資輸送等の拠点

となる漁港が、災害発生直後から当該活動の拠点としての機能を発揮でき

るよう、当該漁港の主要施設において耐震・耐津波機能診断に基づく対策

工事を実施する。また、漁港や漁村においては、想定される津波到達時間

内に安全な場所まで移動できるよう、避難地及び避難路の整備やハザード

マップの策定等を推進し、避難対策を強化する。

ウ 災害発生後の地域水産業の早期回復のための拠点の確保を目指す。具体

的には、水産物の流通拠点となる漁港等において、主要施設の耐震・耐津

波機能診断に基づく対策工事を実施する。あわせて、災害発生後、直ちに

水産業の再開に必要な陸揚げ・流通機能等を回復できるよう、事業継続計

画等を策定する。

エ 台風・低気圧災害の激甚化が懸念されるため、水産物の流通拠点や生産

拠点となる漁港において、沖波波高等の設計条件を点検し、施設の耐波性

能の向上や静穏域の確保対策を推進する。

（２）目指す主な成果

ア 成果目標

（ア）地震・津波に対する防災機能の強化対策が講じられた漁村の人口割合

を、48％（平成27年度）からおおむね60％に向上させる。

（イ）水産物の流通拠点となる漁港のうち、災害発生時における水産業の早

期回復体制が構築された漁港の割合を、０％（平成28年度）からおおむ
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ね80％（平成38年度）に向上させることを目指し、当面はおおむね30％

（平成33年度）に向上させる。

（注１ 「地震・津波に対する防災機能の強化対策が講じられた漁村の人）

」 、 、口割合 とは 全国の漁業依存度や漁家の割合が高い漁村の人口のうち

漁港漁場整備事業等により、地震防災対策特別措置法（平成７年法律第

111号）に基づく緊急輸送を確保するために必要な漁港施設等が確保さ

れた漁村の人口の割合をいう。

（注２ 「災害発生時における水産業の早期回復体制が構築された漁港」）

とは、陸揚げ用の岸壁及びその前面水域の静穏度を確保するための防波

堤等主要施設において地震・津波に対する安全性が確保され、かつ、地

域の水産業の継続や復旧を図るための計画等が策定された漁港をいう。

イ 整備目標

（ア）災害発生時に救援活動、物資輸送等の拠点となる漁港のうち、地震・

津波に対する主要施設の安全性が確保された漁港の割合を、７％（平成

28年度）からおおむね80％（平成38年度）に向上させることを目指し、

当面はおおむね30％（平成33年度）に向上させる。

（イ）水産物の流通拠点となる漁港のうち、地震・津波に対する主要施設の

安全性が確保された漁港の割合を、５％（平成28年度）からおおむね80

％（平成38年度）に向上させることを目指し、当面はおおむね30％（平

成33年度）に向上させる。

（３）事業量

災害発生時における救援活動、物資輸送等の拠点を確保するとともに、地

域水産業の早期回復を可能とするため、次の事業を実施する。

ア おおむね300地区を漁村の防災機能の強化を図る地区として整備する。

イ 水産物の流通拠点となる漁港のうち、おおむね70漁港で主要施設の耐震

・耐津波化を図る。

ウ 水産物の流通拠点となる漁港のうち、おおむね150漁港で事業継続計画

等を策定する。

４ 漁港ストックの最大限の活用と漁村の賑わいの創出

（１）実施の目標

漁港ストックの適切な維持、更新や整備と併せ、その最大限の活用を図り
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つつ、漁村における交流促進対策、生活環境や就労環境対策等を推進し、漁

村の賑わいの創出を目指す。

ア 漁業所得の向上を通じた漁村活性化の取組とともに、滞在型漁村の確立

・形成や国内外への漁村の魅力の発信を通じ、都市住民や外国人観光客等

による漁村への訪問や漁村の人々との交流の促進を図る。具体的には、浜

の活力再生プランに基づく取組の実行を推進するとともに、直販所、漁業

体験施設等の整備、漁村における観光メニューの充実や漁村の魅力の発信

を促進する。また、漁港ストックを活用した水産業の６次産業化や海洋レ

クリエーションの振興のほか、再生可能エネルギーの活用による漁港のエ

コ化を推進する。

イ 女性・高齢者を含む漁業就業者をはじめとする漁村の人々にとって、住

みやすく働きやすい漁村づくりを推進する。具体的には、集落排水施設の

整備等により漁村の衛生環境の改善を、狭あいな集落道の解消等により生

活環境の改善をそれぞれ図る。また、漁港における防風・防暑・防雪施設

や浮き桟橋の整備、静穏水域を増養殖の場として活用する等の漁港ストッ

クの多機能的な活用や漁村の人々にとって利用しやすい漁港や漁場の整備

を通じて就労環境の改善を図る。

ウ 漁港施設等の長寿命化対策を推進し、漁港機能の維持・保全を計画的に

実施する。具体的には、漁港施設等において、その管理者等が策定した機

能保全計画に基づき、老朽化に対する予防保全のための対策を戦略的に実

施していくとともに、老朽化が著しい重要な施設については緊急的に老朽

化対策等を行うほか、漁港施設情報等の電子化を推進する。

（注 「機能保全計画」とは、漁港施設等の老朽化対策として行う、漁港）

施設等の機能を保全するために必要な補修・改修に関する計画をいう。

（２）目指す主な成果

ア 成果目標

（ア）漁村の活性化により都市漁村交流人口を、おおむね100万人増加させ

る。

（イ）老朽化に対して施設の安全性が確保された漁港の割合を、66％（平成

28年度）からおおむね100％に向上させる。
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イ 整備目標

（ア）漁業集落排水処理施設が整備された漁村の人口割合を、65％（平成27

年度）からおおむね80％に向上させる。

（イ）水産物の流通拠点や生産拠点となる漁港のうち、就労環境を改善した

漁港の割合を、51％（平成28年度）からおおむね60％に向上させる。

（ウ）緊急的に老朽化対策が必要な漁港のうち、おおむね100％の漁港で老

朽化対策を行う。

（注１ 「老朽化に対して施設の安全性が確保された漁港の割合」とは、）

老朽化診断の結果、岸壁及び防波堤について、その主要部に著しい老朽

化が発生しており、要求性能（施設がその目的を達成するために必要と

される性能）を下回る可能性があると診断されていない漁港又はその診

断に対して必要な対策が行われた漁港の割合をいう。

（注２ 「漁業集落排水処理施設が整備された漁村の人口割合」とは、汚）

水処理施設の整備に関する都道府県の構想における漁業集落排水処理施

設の整備対象人口のうち、同施設を利用できる人口の割合をいう。

（３）事業量

魅力的な地域資源や漁港ストックの有効活用等を図り、漁村の賑わいを創

出するため、次の事業を実施する。

ア おおむね100地区で漁村への訪問者の増加に資する施設を整備する。

イ おおむね200地区で漁業集落排水処理施設を整備する。

ウ 水産物の流通拠点や生産拠点となる漁港のうち、おおむね80漁港で就労

環境改善対策を行う。

エ おおむね50地区で漁港ストックの有効活用に資する取組を実施する。

オ 緊急性の高い老朽化が判明した施設を有する漁港のうち、おおむね400

漁港で機能保全対策を行う。

カ おおむね900漁港で漁港施設情報の集約及び電子化を実施する。

５ 重点課題の実施におけるICTの活用

上記１から４までの重点課題の実施に当たっては、様々な環境の変化を的確

に把握し効果的に対策に反映するため、ICTを活用した漁港施設や漁場の管理

の高度化を推進することとし、以下に取り組む。

（１）漁港施設情報の集約及び電子化やICTを活用した漁港施設の老朽化等の的

確な現況把握等による漁港施設の機能保全の効率化
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（２）藻場・干潟等漁場環境情報の電子化やICTを活用した漁場環境の的確な変

化把握等による漁場管理の効率化

第３ 留意事項

事業の効率的かつ効果的な実施のため、以下の点に留意して事業を実施するも

のとする。

１ 施策連携の強化による効果を相乗的に高める取組の推進

（１）生産から陸揚げ、流通・加工、販売の各段階に至る水産関連施策との連携

の推進

（２）川上から川下における森林整備関連施策との連携の推進

（３）道路、河川、港湾、海岸等の整備事業を含む社会資本整備重点計画や廃棄

物処理施設整備計画等他の公共事業計画に位置付けられた事業との連携の推

進

（４）東日本大震災の被災地における災害復旧事業等関連事業との連携の推進

２ 国と地方の役割に応じた取組の推進

３ 効率的かつ効果的な事業を実施するための施策の集中化・重点化の一層の推

進

４ 循環型社会の構築に向けた取組の推進

５ 民間資金・能力の活用

６ 事業評価の厳正な運用と透明性の確保

７ 公共事業の品質確保とコスト縮減の適切な実施

なお、本計画については、経済社会の動向、財政状況、各施策の進捗状況等を

、 、 、勘案しつつ 弾力的にその実施を図るとともに 漁港漁場整備法の規定に基づき

必要に応じ、その見直しを行うものとする。



参考資料１

水産政策審議会（漁港漁場整備分科会）の検討経過

年 月 項 目

平成28年

７月22日 ○第36回

・漁港漁場整備基本方針の変更及び新たな漁港漁

場整備長期計画について諮問

11月１日 ○第37回

・漁港漁場整備基本方針の変更の視点

・新たな漁港漁場整備長期計画構成案

平成29年

１月16日 ○第38回

・漁港漁場整備基本方針の見直し（素案）

・新たな漁港漁場整備長期計画骨子（案）

２月２月 ○第39回

・漁港漁場整備基本方針の見直し（素案）の修正

・新たな漁港漁場整備長期計画（原案）【数値入り】

３月16日 ○第40回

・漁港漁場整備基本方針の変更及び新たな漁港漁

場整備長期計画について答申

３月下旬 ○閣議決定



№ 委員 属性 前回の意見 対応

1
橋本委員

（事前に意見
聴取）

全体
　必要な事業量をしっかり確保して、漁港漁場整備事業を推
進してもらいたい。

　各重点課題毎の目標達成に向け、着実に漁港漁場整備事業を
推進して参りたい。

2 中田分科会長
　重点課題「豊かな生態系の創造と海域の生産力向上」につ
いて、実施の目標に気候変動に対する具体の記述がない。

　実施の目標に、「海水温上昇等に対応した漁場整備に取り組
む」旨を記載。

3 中田分科会長

　重点課題「豊かな生態系の創造と海域の生産力向上」につ
いて、実施の目標に気候変動に対する具体の記述がない。目
標や事業量の設定に当たり、背景となる母数の情報がないた
ので効果の程度がわかりにくい。

　参考資料６に記載。

4 柳内委員
事業継続計画（BCP)を流通拠点漁港の全てで策定するのであ
れば、母数を示し、100％であることを示した方がわかりやす
いのではないか。

　参考資料６に記載。

5
橋本委員

（事前に意見
聴取）

東日本大震災の復旧・復興が終わればそれでよいというわけ
ではなく、南海トラフなどの巨大地震はますます切迫してき
ている。引き続き、地震や津波対策に継続して取り組んでも
らいたい。

　重点課題「大規模自然災害に備えた対応力強化」の目標達成
に向け、着実に地震や津波対策を推進して参りたい。

6 盛合委員
干潮時の乗降や漁具等の積み下ろしは大変な重労働であるた
め、国県市が連携して整備を進めてもらいたい。

　今後の事業の実施に当たっては、地方公共団体等の事業主体
と連携を密にとりながら、着実に就労環境改善対策を推進して
参りたい。

7 片石委員

漁港ストックの有効活用について、直売所や食堂等の建設を
しようとする際に、補助金で整備した用地には建設できない
ことがあった。今後有効活用がスムーズに進むような支援を
考えてほしい。

　漁港ストックの有効活用が円滑に推進されるよう、事例やノ
ウハウ等を蓄積し、情報提供等を行って参りたい。

8
橋本委員

（事前に意見
聴取）

漁港ストックを有効活用して漁村の賑わいの創出をしていく
ためには、漁港の有効活用（多機能化）について水産庁が考
えを示したり、成功例を示すなど具体の仕組みを充実させて
もらいたい。

　漁港ストックの有効活用が円滑に推進されるよう、事例やノ
ウハウ等を蓄積し、情報提供等を行って参りたい。

漁港漁場整備長期計画についての委員からの主な意見とその対応（案）

海域の生産力
向上

大規模自然災
害に備えた対
応力強化

漁港ストック
の最大限の活
用と漁村の賑
わいの創出

参考資料２



Ⅴ その他漁港漁場整備事業の推進に関する重要事項

＜主なポイント＞
・訪日外国人を含む旅行者の漁村への誘致促進を
図るための施設整備

・高齢者や女性の参画に配慮した施設整備
・地域の特性を踏まえた施設整備 等

その他の重要な配慮事項を明示

漁港への旅行者の誘致を図るための施設

Ⅲ 漁港漁場整備事業の施行上必要とされる技術的指針に
関する事項

＜主なポイント＞
・漁港漁場施設などの設計の基本的な考え方
・漁港漁場施設の目的及び要求性能
・工事の実施の順序と工法

施設の目的・機能に応じ、その備えるべき性能の明確化及び施行上必要とされる
技術的指針を明示

Ⅳ 漁港漁場整備事業の推進に際し配慮すべき環境との調和
に関する事項

＜主なポイント＞
・周辺の自然環境に対する配慮
・良好な生活環境・労働環境の確保
・漁村の伝統文化などへの配慮
・環境との調和の推進 等

事業を円滑に推進していくため、自然環境・社会環境との調和に関する配慮事項を
明示

Ⅱ 漁港漁場整備事業の効率的な実施に関する事項

＜主なポイント＞
・公共工事の品質確保ための中長期的な担い手の
育成・確保

・優先して取り組むべき技術課題の設定と計画的な
技術の開発・普及

・貝殻などの水産系副産物や間伐材の有効利用
・事業評価・政策評価における具体的で分かり
やすい成果の提示 等

Ⅰの基本的な方向に従い、事業を効率的に推進していくための配慮事項を明示

新技術を活用した藻場の変動把握

Ⅰ 漁港漁場整備事業の推進に関する基本的な方向

＜主なポイント＞
・漁港機能の再編・集約による地域全体での生産・流通機能の強化
・水産物輸出に対応した生産・流通体制の整備
・藻場・干潟の実効性のある効率的な保全・創造対策の推進
・水域環境の変化に対応した順応的な漁場整備の推進
・東日本大震災からの復興の加速
・全国の漁港における台風・低気圧災害への備え
・既存ストックの長寿命化対策の推進 等

水産業をとりまく状況変化を踏まえ、下記の重要課題を推進
①水産業の競争力強化と輸出促進
②豊かな生態系の創造と海域の生産力向上
③大規模自然災害に備えた対応力強化
④漁港ストックの最大限の活用と漁村の賑わいの創出

漁港漁場整備基本方針（案）の概要

浮体式係船岸の整備による作業の軽労化

生活史

磯焼け海域等における
藻場・干潟造成

水産生物の生活史に
対応した漁場整備

資源管理と連携
した漁場整備

フロンティア漁場整備で整備した
マウンド礁に蝟集するマアジ等

陸揚げ

・室内温度の適正管理
・鳥獣進入防止

陸揚げ

・車両等進入防止
・鳥獣進入防止

・防暑・防塵・防雨対策
・清浄海水の導入

出荷荷さばき

密閉型荷さばき所

清浄海水給水栓

・漁獲物処理能力の向上

貯蔵

冷凍・冷蔵施設

出典：内閣府ＨＰ

：マクサ

：アラメ

：アマモ

：被度5%
：被度20%
：被度50%

輸出に対応した衛生管理対策 海域の生産力向上

参考資料３



新たな漁港漁場整備長期計画（案）（平成29～33年度）

豊かな生態系の創造と
海域の生産力向上

水産業の競争力強化と輸出促進
大規模自然災害に備えた

対応力強化
漁港ストックの最大限の活用と

漁村の賑わいの創出

○ 世界的な水産物需要の増加、地球温暖化に伴う気候変動、自然災害の激甚化、本格的な人口減少社会の到来など現下の水産業をとりまく情勢に的確に対応するため、重点的に取り組むべき課題を
明確化

○ 水産基本計画との連携の下、水産物の輸出促進や国土強靱化、まち・ひと・しごとの創生など新たな政府課題と歩調をあわせ、漁港・漁場・漁村の総合的な整備を推進

○ 国民にわかりやすい成果目標・整備目標と事業量を設定しつつ、漁港漁場施設の管理の高度化などの新たな手法を取り入れ、事業の効率性や実効性を確保

漁港漁場整備長期計画の基本的な考え方

今後５年間に重点的に取り組むべき課題

○ 国内の水産物消費の落ち込みや輸入の増加等により、
いまだ厳しい漁業経営状況

○ 世界的な水産物需要の増加による輸出のチャンス到来

○ 漁業生産量がピーク時の半分まで減少するとともに、
我が国周辺水域の水産資源の資源水準は、資源評価の
対象となる系群の約半分が低位

○ 地球温暖化に伴う海水温上昇による漁場環境の変化

○ 東日本大震災からの復旧・復興が途上

○ 南海トラフ等の大規模地震・津波の切迫が懸念

○ 地球温暖化に伴う台風・低気圧災害の激甚化

○ 全国平均を上回る人口減少や高齢化の進行等による
漁村の活力の低下

○ 漁港施設等の老朽化の進行

○ 漁村への交流ニーズの高まり

事
業
量

成
果
目
標
・
整
備
目
標

 流通拠点漁港で取り扱われる水産物のうち、新たに
品質の向上や出荷の安定が図られた水産物の取扱量
の割合 ５年間でおおむね50％

 流通・輸出拠点漁港のうち、新たに輸出を拡大させ
る漁港数 ５年間でおおむね60漁港

 流通・輸出拠点漁港のうち、水産物の高度な衛生管
理体制が構築された漁港の割合

24％（H28）⇒おおむね50％（H33）

 流通拠点漁港のうち、大型漁船の円滑な利用を可能
にする等により陸揚げ能力を向上させる漁港数

５年間でおおむね20漁港

 流通拠点漁港における整備漁港数

(おおむね90漁港)

 地域の中核的な生産活動等が行われる
整備地区数 (おおむね150地区)

背
景

実
施
の
目
標

 水産資源の回復や生産力の向上のための漁場再生及
び新規漁場整備による水産物の増産量

５年間でおおむね８万トン

 水産生物の生活史に対応した良好な生息環境空間を
創出する整備海域数 ５年間でおおむね25海域

 藻場・干潟が衰退している海域のうち、総合的な回
復対策を行う海域数（海域の割合）

５年間でおおむね75海域（100％）

 魚礁や増養殖場の整備 (おおむね５万ha)

 漁場の効用回復に資する堆積物除去等
の実施 (おおむね15万ha)

 藻場・干潟の造成 (おおむね7,000ha)

 漁村における防災機能の強化のための整備
(おおむね300地区)

 流通拠点漁港における主要施設の
耐震・耐津波化のための整備 (おおむね70漁港)

 流通拠点漁港における事業継続計画
（ＢＣＰ）等の策定 (おおむね150漁港)

 地震・津波に対する防災機能の強化対策が講じられ
た漁村の人口割合

48％（H27）⇒おおむね60％（H33）

 流通拠点漁港のうち、災害発生時における水産業の
早期回復体制が構築された漁港の割合

０％（H28）⇒おおむね80％（H38）

当面おおむね30％（H33）

 防災拠点漁港のうち、地震・津波に対する主要施設
の安全性が確保された漁港の割合

７％（H28）⇒おおむね80％（H38）

当面おおむね30％（H33）

 流通拠点漁港のうち、地震・津波に対する主要施設
の安全性が確保された漁港の割合

５％（H28）⇒おおむね80％（H38）

当面おおむね30％（H33）

 都市漁村交流人口の増加数

５年間でおおむね100万人

 老朽化に対して施設の安全性が確保された漁港の

割合 66％（H28）⇒おおむね100％（H33）

 漁業集落排水処理施設が整備された漁村の人口割合

65％（H27）⇒おおむね80％（H33）

 流通拠点漁港及び生産拠点漁港のうち、就労環境を
改善した漁港の割合

51％（H28）⇒おおむね60％（H33）

 緊急的に老朽化対策が必要な漁港のうち、対策を実
施する漁港の割合 ５年間でおおむね100％

 漁村への訪問者増加に資する施設の整備
(おおむね100地区)

 漁業集落排水処理施設の整備 (おおむね200地区)

 就労環境改善対策のための整備 (おおむね80漁港)

 漁港ストックの有効活用に資する取組
(おおむね50地区)

 緊急性の高い機能保全対策の実施(おおむね400漁港)

 漁港施設情報の集約・電子化の実施
(おおむね900漁港)

 品質や付加価値の向上、生産の効率化やコスト縮減、
産地の価格形成能力の向上に資する漁港の生産・流
通機能を強化

 国内への安定的な水産物供給とともに、輸出先国の
ニーズに対応した生産・流通体制を確保

 水産生物の生活史に配慮した広域的な水産環境整備
を実施

 広域的な藻場・干潟の衰退要因等の把握とハード・
ソフト対策を組み合わせた回復対策を実施

 海水温上昇等に対応した漁場整備への取組

 資源管理と併せた沖合域の漁場整備を推進

 東日本大震災からの復旧・復興を総仕上げ

 災害時の救援活動、物資輸送等の拠点を整備

 被災後の水産業の早期回復のための拠点を整備

 台風・低気圧災害に備えた施設の耐波性能を向上

 漁業所得の向上を通じた地域水産業の活性化、都市住
民や外国人観光客等による漁村への訪問を推進

 女性・高齢者等にとって住みやすく働きやすい漁村
づくりを推進

 施設の長寿命化対策による漁港機能の維持・保全を
計画的に推進

 漁港ストックの有効活用を推進

漁港漁場施設の管理の高度化（ＩＣＴを活用した漁港漁場施設の管理や機能保全の効率化など）

重
点
課
題
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新たな
漁港漁場整備長期計画（案）

のポイント
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新たな漁港漁場整備長期計画（案）（平成29～33年度）

漁港漁場整備基本方針に即して、今後５年間（平成29～33年度）に以下の課題に重点的に取り組む

○ 世界的な水産物需要の増加、地球温暖化に伴う気候変動、自然災害の激甚化、本格的な人口減少社会の到来など現下の水産業をとりま
く情勢に的確に対応するため、重点的に取り組むべき課題を明確化

○ 水産基本計画との連携の下、水産物の輸出促進や国土強靱化、まち・ひと・しごとの創生など新たな政府課題への対応と歩調をあわせ、
漁港・漁場・漁村の総合的な整備を推進

○ 国民にわかりやすい成果目標・整備目標と事業量を設定しつつ、漁港漁場施設の管理の高度化などの新たな手法を取り入れ、事業の効
率性や実効性を確保

漁港漁場整備長期計画の基本的な考え方

重点課題と実施の目標

水産基盤整備における課題に的確に対応する観点から、計画期間に係る漁港漁場整備事業の実施の目標及び事業量を定め、漁港・漁
場・漁村の整備を総合的かつ計画的に実施

目指す主な成果・事業量

＜重点課題１＞

水産業の競争力強化と
輸出促進

品質や付加価値の向上、生産
の効率化やコスト縮減、産地
の価格形成能力の向上に資す

る漁港の生産・流通機能を強化

国内への安定的な水産物供給
とともに、輸出先国のニーズ
に対応した生産・流通体制を
確保

＜重点課題２＞

豊かな生態系の創造と
海域の生産力向上

水産生物の生活史に配慮した広
域的な水産環境整備を実施

広域的な藻場・干潟の衰退要因

等の把握とハード・ソフト対策

を組み合わせた回復対策を実施

海水温上昇等に対応した漁場整
備への取組

資源管理と併せた沖合域の漁場
整備を推進

＜重点課題３＞

大規模自然災害に
備えた対応力強化

東日本大震災からの復旧・復興
を総仕上げ

災害時の救援活動、物資輸送等

の拠点を整備

被災後の水産業の早期回復のた

めの拠点を整備

台風・低気圧災害に備えた施設
の耐波性能を向上

＜重点課題４＞

漁港ストックの最大限の
活用と漁村の賑わいの創出

漁業所得の向上を通じた地域水産
業の活性化、都市住民や外国人観
光客等による漁村への訪問を推進

女性・高齢者等にとって住みやす
く働きやすい漁村づくりを推進

施設の長寿命化対策による漁港機
能の維持・保全を計画的に推進

漁港ストックの有効活用を推進

漁港漁場施設の管理の高度化（ＩＣＴを活用した漁港漁場施設の管理や機能保全の効率化など）
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新たな漁港漁場整備長期計画（案）
における目標と事業量について

平成２９年３月
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重点課題１： 水産業の競争力強化と輸出促進

・広域浜プラン等と連携しつつ、産地
市場、荷さばき所等の再編・集約

・岸壁や荷さばき所、冷凍・冷蔵施設
等の一体的整備

・大型漁船等へ対応した岸壁の整備

など陸揚機能の強化

・養殖等の生産拠点漁港の整備の
推進

１．水産業の競争力強化
■水産物生産・流通機能の強化

新たな長期計画に
おける実施の目標

２．水産物の輸出促進

■輸出先国のニーズに対応した生産・
流通体制の確保

・輸出増大が見込まれる水産物を取り
扱う漁港の高度衛生管理対策の推進

・輸出増大が見込まれる水産物の漁場
整備の推進

成果目標(アウトカム)

➀ 流通拠点漁港で取り扱われる水産物
のうち、新たに品質の向上や出荷の安
定が図られた水産物の取扱量の割合

５年間で
おおむね50%

② 流通・輸出拠点漁港のうち、新たに輸出
を拡大させる漁港数

５年間で
おおむね60漁港

５年間で輸出拡大

５年間で新たに輸出

＜品質向上や出荷の安定化に資する取組内容＞
①水産物の安全の確保
②水産物の鮮度保持
③出荷量の安定化
④生産・流通コストの削減

■流通拠点漁港（おおむね150漁港）で取り扱
われる水産物に対して新たに品質の向上や出
荷の安定が図られる割合

■流通・輸出拠点漁港（おおむね160漁港）
において輸出実績のある漁港の割合

1
屋根施設の整備

（防暑・防塵・暴雨対策など）

輸出増大が見込まれる魚種の増産体制の
構築のための整備（ホタテ養殖）

■衛生管理対策取組事例

荷さばき所の整備
（室内温度の適正管理など）

流通拠点漁港
（おおむね150漁港）
の水産物取扱量：
228万トン
(H26ベース)

50％
流通・輸出
拠点漁港
おおむね

160漁港
輸出実績不明
（輸出に向けた取組）

４０％
輸出実績あり
（今後輸出拡大
に向けた取組）



ア 流通拠点漁港における整備漁港数 おおむね90漁港

イ 地域の中核的な生産活動等が行われる整備地区数 おおむね150地区

整備目標(アウトプット)

② 流通拠点漁港のうち、新たに大型漁船の円滑な利用を可能にする等により
陸揚げ能力を向上させる漁港数

５年間で
おおむね20漁港増

① 流通・輸出拠点漁港のうち、水産物の高度な衛生管理体制が構築された漁港の割合
H28：24%

⇒ H33：おおむね50%

重点課題１： 水産業の競争力強化と輸出促進

20%

4%

30%

19%

44%

43%

6%

34%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H33

H28 対応必要
おおむね20漁港

流通拠点漁港
おおむね

150漁港

事業量

衛生管理レベル3 衛生管理レベル2
衛生管理レベル1 衛生管理レベル1未満

■流通・輸出拠点漁港（おおむね160漁港）における高度な
衛生管理体制が導入された漁港の割合

■流通拠点漁港（おおむね150漁港）において
陸揚能力の向上を図る漁港数

大型漁船の陸揚状況（枕崎漁港（鹿児島県））

＜高度衛生管理基準の定義＞

レベル 定義・考え方

１ 食中毒菌の混入を防止するため、危害要因となり得るすべての項目に
おいて必要最低限の措置が行われている漁港

２ 各種対策により食中毒菌の混入のないことが確認されているとともに、
効果の持続化か図られている漁港

３ 衛生管理に対する総合的管理体制が確立されている漁港
レベル１、２の対策について、
①記録の維持管理
②要請に応じた情報提供が可能となる体制 等の構築
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重点課題２： 豊かな生態系の創造と海域の生産力向上

１．沿岸環境対策
■効果的な沿岸環境の改善対策

・広域的な視点からの環境悪化要因
の把握
（ICTの活用等）

・ハード対策とソフト対策を組み合
わせた効果的な藻場・干潟の回復
や貧酸素水塊対策を実施

・磯焼け対策やサンゴの増殖技術
開発

■気候変動等による海洋環境の変化
への対応

２．沖合域の生産力向上
■沖合域の漁場整備等のさらなる

展開

新たな長期計画に
おける実施の目標

成果目標(アウトカム)

➀ 水産資源の回復や生産力の向上のための漁場再生
及び新規漁場整備による水産物の増産量 ５年間でおおむね８万トン増

■水産環境整備の取組イメージ

：マクサ

：アラメ

：アマモ

：被度5%
：被度20%
：被度50%

新技術を活用した藻場の変動把握

3

生活史

藻場

湧昇流漁場

仔魚

稚魚
藻場

増殖場の整備
貝殻・間伐材等の有効活用等

未成魚

底質の改善

物質循環の
把握・正常化

干潟

漁場の整備成魚

産卵

干潟の整備

大規模な湧昇流漁場

増殖場の整備

整備直後

魚礁の設置

整備後（繁茂中）

多面的機能発揮対策
栽培漁業 等

連
携



５年間でおおむね25海域➀ 水産生物の生活史に対応した良好な生息環境空間を創出する整備海域数

５年間でおおむね75海域
(100%)

整備目標(アウトプット)

ア 魚礁や増養殖場の整備面積 おおむね５万ha

イ 漁場の効用回復に資する堆積物除去等の実施面積 おおむね15万ha
ウ 藻場・干潟の造成面積 おおむね7,000ha

② 藻場・干潟が衰退している海域のうち、総合的な回復対策を行う海域数
(藻場・干潟が衰退している海域のうち、総合的な回復対策を行う海域の割合)

重点課題２： 豊かな生態系の創造と海域の生産力向上

事業量

藻場の衰退が認められる。
(33都道府県)

藻場の衰退が認められる都道府県(2013)
(出典:改訂版磯焼け対策ガイドライン)

藻場の衰退が認められない、
あるいは不明。
(7府県）

■藻場・干潟の衰退状況

全国の海域数
87海域

藻場・干潟が減衰している海域
(75海域)

藻場・干潟が減衰しているすべての海域で
藻場・干潟ビジョンを作成

■水産環境整備マスタープランに基づく
整備が講じられている海域の状況

H28：18海域

H33：25海域
で整備を実施

4



重点課題３： 大規模自然災害に備えた対応力強化

■東日本大震災の被災地の復旧・
復興

■漁業地域の安全対策

・救援活動、物資輸送等の拠点整備
（拠点漁港の耐震・耐津波化）

・避難地、避難路の整備 等

■被災時における水産業の早期回復
に向けた対策

・水産業の早期回復のための拠点整備
（拠点漁港の耐震、耐津波化）

・事業継続計画（BCP）等の導入

■激甚化が懸念される台風・低気圧
災害への対応

・沖波波高等の設計条件の点検と施設
の耐波性能の向上

新たな長期計画に
おける実施の目標

漁港背後集落における避難ルートの確保状況（H27）

成果目標(アウトカム)

H28:0%
⇒ 10年間でおおむね80%

当面５年間でおおむね30%

H27:48%
⇒ H33:おおむね60%

① 地震・津波に対する防災機能の強化対策が
講じられた漁村の人口割合

② 流通拠点漁港のうち、災害発生時における水産業
の早期回復体制が構築された漁港の割合

未確保
42.8%１ルート

44.8%

２ルート
12.0%

３ルート
0.4%

ソフト対策

休けい岸壁 休
け
い
岸
壁

準
備
岸
壁

荷さばき所

陸揚岸壁の前面水域を
防護する防波堤
（耐震・耐津波化）

陸揚岸壁の
前面水域

陸揚岸壁
（耐震・耐津波化）

主
要
施
設

■被災時における水産業の早期回復体制構築
に対する取組イメージ

ハード対策

■地震・津波に対して防災機能の強化対策が講
じられた漁村人口の割合

■漁村の防災機能の強化のための取組事例

避難路の整備

机上訓練状況

＜BCP（事業継続計画）等の導入＞

策定済2%

策定済100%

策定未了98%

0% 50% 100%
BCP策定状況及び今後の予定

H28

H33

H27：48%
(おおむね54万人)

（6年間で13万人増）

全国の漁村
112万人
(H27)

5



おおむね70漁港

整備目標(アウトプット)

② 流通拠点漁港のうち、
地震・津波に対する主要施設の安全性が確保された漁港の割合

H28：5%
⇒ 10年間でおおむね80%

当面5年間でおおむね30%

おおむね150漁港

① 防災拠点漁港のうち、
地震・津波に対する主要施設の安全性が確保された漁港の割合

H28：7%
⇒ 10年間でおおむね80%

当面5年間でおおむね30%

おおむね300地区

イ 流通拠点漁港における主要施設の耐震・耐津波化のための整備

ウ 流通拠点漁港における事業継続計画(BCP)等の策定

ア 漁村における防災機能の強化のための整備

■防災拠点漁港（おおむね1１0漁港）における地震・津波に対する
主要施設の安全性が確保された漁港の割合

重点課題３： 大規模自然災害に備えた対応力強化

事業量

■流通拠点漁港（おおむね150漁港）における地震・津波に対する
主要施設の安全性が確保状況された漁港の割合

5%
30%

80%
44%

70%

20%
51%

0%

50%

100%

H28 H33 H38

安全性確保済 要対策 要診断

7%
30%

80%55%

70%

20%
37%

0%

50%

100%

H28 H33 H38

安全性確保済 要対策 要診断
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重点課題４： 漁港ストックの最大限の活用と漁村の賑わいの創出

１．漁村の賑わいの創出
■都市住民や外国人観光客等による漁

村への訪問の促進

・浜プランと連携し、水産業の６次産業
化や都市漁村交流、観光振興を促進

・再生可能エネルギーの活用 等

■女性・高齢者等にとって住みやすく
働きやすい漁村づくり

・漁業集落排水施設や浮き桟橋の整備の
推進 等

２．漁港ストックの最大限の活用
■漁港施設等の長寿命化対策

・計画的な機能の維持・保全

・漁港施設情報等の電子化の推進
等

■漁港ストックの有効活用

・水産業の６次産業化や海洋性レクリ
エーションの振興への活用

・静穏水域の増養殖場としての活用 等

新たな長期計画に
おける実施の目標

静穏水域の有効活用によるナマコの増養殖を展開

成果目標(アウトカム)

➀ 都市漁村交流人口の増加数

５年間でおおむね100万人増

② 老朽化に対して施設の安全性が確保された
漁港の割合

H28：66%
⇒ H33：おおむね100%

機能診断により、著し
く老朽化（健全度Ａ）
していると判定された
もののうち、対策未実
施の施設を有する漁港

老朽化に対して施設
の安全性が確保され
た漁港

■都市漁村交流人口の推移 ■老朽化に対して施設の安全性が確保された漁港の割合

■漁村の活性化に向けた取組事例

漁港内に立地した
地元漁業者による回転寿司屋

（富来漁港（石川県））

修学旅行生による体験乗船
（寿都漁港（北海道））

＜健全度における施設の状態＞

港口にナマコ流出防止フェンスを設置
（船外機船は航行可能）

ナマコ試験礁を設置し、
ナマコ種苗を放流

13,742 

14,403 

15,900

13,000

13,500

14,000

14,500

15,000

15,500

16,000

16,500

14,900

成果目標
おおむね
100万人

(千人)
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H28

H33 おおむね1200漁港

0 20 40 60 80 100
(%)

おおむね400漁港おおむね800漁港
66%

健全度 施設の状態

Ａ 施設の主要部の著しい老朽化が発生しており、施設の性
能が要求性能を下回る可能性のある状態。

Ｂ 施設の主要部に老朽化が発生し性能の低下が認められ、
予防的対策を施さないと将来要求性能を下回るおそれ
がある状態。

Ｃ 軽微な老朽化は発生しているものの施設の性能に係る
老朽化は、認められず、性能を維持している状態。

Ｄ 施設に老朽化は認められず、十分な性能を保持している
状態。（当面、性能の低下の可能性がない状態）



整備目標(アウトプット)

➀ 漁業集落排水処理施設が整備された漁村の人口割合
H27：65%

⇒ H33：おおむね80%

② 流通拠点漁港及び生産拠点漁港のうち、就労環境を改善した漁港の割合
H28：51%

⇒ H33：おおむね60%

③ 緊急的に老朽化対策が必要な漁港のうち、対策を実施する漁港の割合 5年間でおおむね100%

イ 漁業集落排水処理施設の整備

ウ 流通拠点漁港及び生産拠点漁港のうち、就労環境改善対策のための整備 おおむね80地区

おおむね200地区

エ 漁港ストックの有効活用に資する取組 おおむね50地区

カ 漁港施設情報の集約・電子化の実施 おおむね900漁港

オ 緊急性の高い老朽化が判明した施設を有する漁港における機能保全対策のための実施 おおむね400漁港

ア 漁村への訪問者増加に資する施設の整備 おおむね100地区

重点課題４： 漁港ストックの最大限の活用と漁村の賑わいの創出

事業量

■就労環境改善対策 ■老朽化対策■漁業集落排水処理対策

57 61 64
65

56 58 60 62 65 

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

H24H25H26H27H28H29H30H31H32H33

(%) 整備目標
おおむね80%

現行長期計画の実績値
現行長期計画の目標値

トレンド値
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流通拠点漁港
＋生産拠点漁港
700～800

漁港

対策済または不要
51%

H29以降対策必要
49%

60％H33までに対策完了
9%



○ 重点課題の実施に当たり、様々な環境の変化を的確に把握し効果的に対策に反映するため、ICTを活
用した漁港施設や漁場の管理の高度を推進する。

■漁港施設の機能保全の
効率化

・漁港施設機能の集約・
電子化

・ICTを活用した漁港施設
の老朽化等の的確な現
況把握

■漁場管理の効率化

・藻場・干潟等漁場情報の
電子化

・ICTを活用した漁場環境
の的確な現況把握

■予防保全の効率化等に資する技術開発【漁港点検システム】
新たな長期計画に
おける実施の目標

機能保全計画で
要経過観察として位置づけ

ICTの活用による漁港施設の状態に関する
情報の蓄積・更新、関係者間での情報共有に
より維持管理業務を効率化

項目名 内容

点検種類 日常点検

最終更新
2015年8月27日
10:49

登録者所属 ●●市△△部

場所名 A漁港

対象施設 防波堤

施設位置 上部工

損傷の種類 亀裂

撮影者
コメント

No21、機能保全

計画上の評価を
要確認

■ICTを活用した藻場のモニタリング手法の開発

衛星画像、ドローン等の新技術を活用し、広域かつ高精度に藻場の変動を把握

人工衛星 マルチコプターソナー曳航体

■漁港施設情報の電子化

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補修工事 

機能保全計画 漁港施設 

機能保全 

支援 

システム 

統
合
・
電
子
化 

漁 港 情 報 D B 

健 全 度 調 査 Ｄ Ｂ 

G I S 漁 港 平 面 図 

デ ー タ フ ォ ル ダ 

計画策定 

GIS（地理情報システム）を活用し現地計測に基づき
作成した各種データベース等を相互にリンクさせたシ
ステムを構築

データベースの活用イメージ（北海道開発局） 点検システムの概要（三浦市）

共通事項： 漁港漁場施設の管理の高度化

：マクサ

：アラメ

：アマモ

：被度5%
：被度20%
：被度50%

＜凡例＞

漁場環境の把握イメージ
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密閉型荷さばき所

清浄海水給水栓

冷凍・冷蔵施設

水産業の競争力強化と輸出促進

○ 我が国水産物の更なる品質や付加価値の向上、生産の効率化やコストの縮減及び産地の価格形成能力の向上に資する、漁港の生産・流
通機能の強化を目指す。このため、広域浜プラン等と連携した荷さばき所等の再編・集約、大型漁船等へ対応した岸壁の整備、養殖等の
生産拠点漁港の整備、岸壁や荷さばき所、冷凍・冷蔵施設等の一体的整備を推進する。

○ 国内への安定的な水産物供給とともに、輸出先国のニーズに対応した生産・流通体制の確保を目指す。このため、漁港において高度な
衛生管理対策を図るとともに、輸出増大が見込まれる水産物の漁場の整備を推進する。

実施の目標

成果目標

事業量
① 流通拠点漁港における整備漁港数 おおむね90漁港

② 地域の中核的な生産活動等が行われる整備地区数 おおむね150地区

流通拠点漁港で取り扱われる水産物のうち、新たに品質の向上
や出荷の安定が図られた水産物の取扱量の割合

５年間でおおむね50％

流通・輸出拠点漁港のうち、新たに輸出を拡大させる漁港数

５年間でおおむね60漁港

重点課題１

大型漁船に対応した岸壁高度衛生管理体制の構築のための取組イメージ 輸出増大が見込まれる
水産物の漁場整備（ブリ養殖）

2

 

 

 

 

 

・室内温度の適正管理
・鳥獣進入防止

・車両等進入防止
・鳥獣進入防止

・漁獲物処理能力
の向上

陸揚げ 荷さばき 出荷 貯蔵
出典：内閣府HP

・防暑・防塵・防雨対策
・清浄海水の導入



水産資源の回復や生産力の向上のための漁場再生及び新規漁場整備による水産物の増産量

５年間でおおむね８万トン

重点課題２

○ 水産資源の回復や海域の生産力の向上を図るため、資源管理や栽培漁業との連携を図りつつ、水産生物の生活史に配慮した広域的な水産

環境整備を推進する。

○ 特に、近年の沿岸環境の悪化に対応するため、広域的に藻場・干潟の衰退や貧酸素水塊等の底質・水質悪化の要因を把握し、ハード・ソ

フト一体となった回復対策や海水温上昇等に対応した漁場整備に取り組むとともに、資源管理と併せた沖合域の漁場整備を推進する。

事業量
① 魚礁や増養殖場の整備面積 おおむね５万ha

② 漁場の効用回復に資する堆積物除去等の実施面積 おおむね15万ha

③ 藻場・干潟の造成面積 おおむね7,000ha

成果目標

実施の目標
豊かな生態系の創造と海域の生産力向上

3

大規模な湧昇流漁場

生活史

藻場

湧昇流漁場

仔魚

稚魚
藻場

増殖場の整備
貝殻・間伐材等の有効活用等

未成魚

底質の改善

物質循環の
把握・正常化

干潟

漁場の整備成魚

産卵

干潟の整備

魚礁の整備

大規模な湧昇流漁場

増殖場の整備

魚礁の設置

多面的機能発揮対策
栽培漁業 等

連
携

水産生物の生活史を踏まえた水産環境整備のイメージ

■沿岸環境の改善対策

■海域の生産力向上を図る沖合漁場整備（マウンド礁）

マウンド礁のイメージ マウンド礁に蝟集するマアジ等の群れ
（五島西方沖地区）

ウニの食害に対応した
藻場造成

サンゴの増殖ナルトビエイの
食害対策（障害物の設置）

上層へ栄養塩類
を供給

底層の流れ

栄養塩類

栄養塩類



大規模自然災害に備えた対応力強化

成果目標

地震・津波に対する防災機能の強化対策が講じられた漁村の人
口割合

48％（H27）⇒おおむね60％（H33）

流通拠点漁港のうち、災害発生時における水産業の早期回復体
制が構築された漁港の割合
０％（H28）⇒おおむね80％（H38）(当面おおむね30％（H33）)

重点課題３

○ 東日本大震災の被災地の復旧・復興の総仕上げを目指し、全ての漁港施設の復旧完了等を図る。

○ 南海トラフ地震等の切迫する大規模な地震・津波等の大規模自然災害に対し、全国の漁業地域の安全の確保を図るため、防災拠点漁港に
おける主要施設の安全確保に加え、漁村における避難地・避難路の整備やハザードマップの策定等を推進する。

○ 災害発生後の地域水産業の早期回復のための拠点の確保を図るため、流通拠点漁港における主要施設の安全確保に加え、事業継続計画
（ＢＣＰ）等の策定を推進する。

○ 台風・低気圧災害の激甚化が懸念されるため、沖波波高の設計条件を点検し、外郭施設の耐波性能の向上等を推進する。

実施の目標

事業量
① 漁村における防災機能の強化のための整備 おおむね300地区

② 流通拠点漁港における主要施設の耐震・耐津波化のための整備 おおむね70漁港

③ 流通拠点漁港における事業継続計画（ＢＣＰ）等の策定 おおむね150漁港 4

被災後

東日本大震災からの復旧・復興

事業継続計画（ＢＣＰ）
の策定（机上訓練状況）

粘り強い防波堤

復旧後

漁村の防災機能の強化対策

避難路 防災機能を備えた緑地・広場等
（ヘリポート等）

緊急輸送船に
必要な耐震強化岸壁

屋上部分

人工地盤による避難場所

耐震岸壁



成果目標

都市漁村交流人口数の増加数

５年間でおおむね100万人

老朽化に対して施設の安全性が確保された漁港の割合

66％（H28）⇒おおむね100％（H33）

重点課題４

事業量

① 漁村への訪問者増加に資する施設の整備 おおむね100地区

② 漁業集落排水処理施設の整備 おおむね200地区

③ 就労環境改善対策のための整備 おおむね80地区

○ 漁業所得の向上を通じた漁村活性化の取組とともに、都市住民や外国人観光客等による漁村への訪問や漁村の人々との交流促進を図るため、
浜の活力再生プランに基づく取組の実施、直販所や漁業体験施設等の整備、漁港ストックを活用した水産業の６次産業化等を推進する。

○ 女性・高齢者を含む漁業就業者をはじめとする漁村の人々にとって、住みやすく働きやすい漁村づくりを推進する。このため、集落排水施
設等の整備による衛生環境の改善や、防風・防暑施設や浮き桟橋の整備による就労環境改善対策を推進する。

○ 漁港施設等の長寿命化対策を推進し、漁港機能の維持・保全を計画的に実施する。このため、機能保全計画に基づき、老朽化が著しい重要
な施設について緊急的に老朽化対策を行うほか、施設情報等の電子化を推進する。また、静穏水域等漁港ストックの有効活用を推進する。

実施の目標

④ 漁港ストックの有効活用に資する取組 おおむね50地区

⑤ 緊急性の高い機能保全対策の実施 おおむね400漁港

⑥ 漁港施設情報の集約・電子化の実施 おおむね900漁港

都市漁村の交流
（修学旅行生による体験乗船）

静穏水域のスペースをナマコの
増養殖場として有効活用

漁港のバリアフリー化
（浮き桟橋の整備）

老朽化対策取組事例

5

漁港ストックの最大限の活用と漁村の賑わいの創出

ナマコの試験礁を設置し、
種苗を放流

ナマコ流出防止フェンス
を設置対策前

対策後



■予防保全の効率化等に資する技術開発【漁港点検システム】

機能保全計画で
要経過観察として位置づけ

ICTの活用による漁港施設の状態に関する
情報の蓄積・更新、関係者間での情報共有に
より維持管理業務を効率化

項目名 内容

点検種類 日常点検

最終更新
2015年8月27日
10:49

登録者所属 ●●市△△部

場所名 A漁港

対象施設 防波堤

施設位置 上部工

損傷の種類 亀裂

撮影者
コメント

No21、機能保全

計画上の評価を
要確認

■ICTを活用した藻場のモニタリング手法の開発

衛星画像、ドローン等の新技術を活用し、広域かつ高精度に藻場の変動を把握

人工衛星 マルチコプターソナー曳航体

■漁港施設情報の電子化

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補修工事 

機能保全計画 漁港施設 

機能保全 

支援 

システム 

統
合
・
電
子
化 

漁 港 情 報 D B 

健 全 度 調 査 Ｄ Ｂ 

G I S 漁 港 平 面 図 

デ ー タ フ ォ ル ダ 

計画策定 

GIS（地理情報システム）を活用し現地計測に基づき
作成した各種データベース等を相互にリンクさせたシ
ステムを構築

データベースの活用イメージ（北海道開発局）

漁港システムのイメージ（三浦市）

：マクサ

：アラメ

：アマモ

：被度5%
：被度20%
：被度50%

＜凡例＞

漁場環境の把握イメージ

漁港漁場施設の管理の高度化共通事項

ＩＣＴの活用による重点課題への対応

取組事例

○ 重点課題の実施に当たり、様々な環境の変化を的確に把握し効果的に対策に反映するため、ＩＣＴを活用した漁港施設や漁場の管理の
高度化を推進する。このため、漁港施設情報の集約・電子化やＩＣＴを活用した漁港施設の機能保全の効率化、藻場・干潟等漁場環境情
報の電子化、漁場管理の効率化等に取り組む。
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